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Ⅳ 施策の推進方針と展開方向 

  農産物の安定生産と環境負荷の低減を両立させるクリーン農業が北海道農業の標

準的な取組としてさらに拡大することを目指し、次に掲げる推進方針と展開方向に

基づき各般の施策を推進します。 

 

１ 安定生産と環境負荷低減を両立させる技術の開発と普及 

（１）推進方針 

  (地独)道総研農業研究本部と連携し、農産物の安定生産と環境負荷低減を両

立させるクリーン農業技術を開発し、農業改良普及センターを通じて普及します。 

また、担い手の減少に対応するため、スマート農業技術を活用し省力化と精密化

を推進します。 

 

（２）目標指標 

   

目標指標 
現在 

Ｒ５年度(2023 年度) 

目標 

Ｒ12 年度(2030 年度) 

単位面積当たりの 

化学肥料・農薬使用量 

肥料：392.8kg/ha  

農薬： 30.5kg/ha 

肥料：365.0kg/ha  

農薬： 26.8kg/ha 

 

 

（３）展開方向 

ア クリーン農業技術の開発 

○ 土壌診断の簡便化、施肥法の高度化及び緑肥や道内の有機質資源の活用な

どによる化学肥料の削減に向けた技術の開発を推進します。 

○ 耕種的、生物的、物理的な方法を組み合わせて防除を行う総合的病害虫雑草

管理（ＩＰＭ）による、化学合成農薬の削減に向けた技術の開発を推進します。 

○ 気候変動に適応する品種や生産技術の開発を推進します。 

○ 窒素の利用効率や病害虫への抵抗性に優れた品種の開発を推進します。 

  

イ スマート農業技術の活用 

○ 各種センサーを活用した施肥の省力化と精密化を推進します。 

○ 気象データを活用した主要病害の発生予察など、病害虫防除の省力化と精密

化を推進します。 

  

ウ クリーン農業技術の普及 

○ 施肥に係る研究成果の蓄積により策定された「北海道施肥ガイド」を活用し、施

肥量が必要最小限となる技術を普及します。 

○ 総合的な病害虫防除に係る研究成果の蓄積により策定された「北海道指定有

害動植物等総合防除計画」や「北海道農作物病害虫・雑草防除ガイド」を活用
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し、化学合成農薬の使用が必要最小限となる技術を普及します。 

○ 効果的な病害虫防除に資するため、北海道病害虫防除所から病害虫発生予

察情報を発出します。 

○ 技術の導入に意欲のある産地に対し、技術導入の際の経済的評価や現地実

証、栽培基準づくりを支援します。 

○ 技術の普及に当たっては、農業者の利益の向上に繋がるよう、取り組みます。 

  

エ 支援事業の活用 

○ 国の「環境保全型農業直接支払交付金」等を活用し、有機農産物や特別栽培

農産物（農薬・化学肥料不使用栽培を含む）の生産拡大による地球温暖化の防

止と生物多様性の保全を推進します。 
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２ クリーン農業に対する理解醸成 

（１）推進方針 

   クリーン農業に取り組む意義や必要性を農業者に発信するとともに、クリーン農産

物を購入することで環境負荷の低減に貢献することを消費者や流通業者に周知す

ることにより、クリーン農業に対する理解醸成を図ります。 

 

（２）目標指標 

   

目標指標 現在 
目標 

Ｒ12 年度(2030 年度) 

クリーン農業の環境負

荷低減効果を学んだ児

童・生徒数 

※新たな取組のため、

実績なし 
のべ 134,000 名 

 

 

（３）展開方向 

○ 農業者に向け、クリーン農業に取り組むことが環境負荷の低減や経営的なメリット

に繋がることや、スマート農業技術を活用して作業の省力化や精密化を図ることにつ

いて情報発信を行い、理解醸成を図ります。 

 

○ 消費者や流通業者に向け、クリーン農業の環境負荷低減効果やクリーン農産物を

購入することによって環境負荷の低減に貢献できること、クリーン農産物に対する合

理的な価格形成に関することについて情報発信を行い、理解醸成を図ります。 
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３ YES!clean 農産物表示制度や特別栽培農産物表示制度の推進 

（１）推進方針 

道独自の表示制度である「YES!clean 表示制度」に対する理解醸成と需要拡大、

特別栽培等を含む多様なクリーン農業の推進に取り組みます。 

 

（２）目標指標 

   

目標指標 
現在 

Ｒ４年度(2022 年度) 

目標 

Ｒ12 年度(2030 年度) 

YES!clean 及び特別栽

培農産物の作付面積 
29,300ha 38,000ha 

 

（３）展開方向 

○ 産地における YES!clean 表示制度の周知に加え、栽培基準づくりの支援を進め、

YES!clean 農産物の生産拡大を図ります。 

○ 新たな作物生産に取り組む産地に対し、YES! clean 登録基準を参考にした産地

づくりを促します。 

○ 特別栽培や有機農業の取組への端緒となるよう、YES!clean の取組を推進します。 

○ 国の「みどりの食料システム戦略推進交付金」や「環境保全型農業直接支払交付

金」、「環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の

促進等に関する法律」（以下「みどりの食料システム法」という。）に基づく認定制度を

活用して多様なクリーン農業を推進します。 

○ 特別栽培農産物の生産面積について、市町村の協力を得て把握する仕組みを構

築します。 

○ 食品加工事業者へのＰＲやマッチングを行い、YES!clean マークを表示した加工食

品の拡大を推進します。 

○ 地域の農産物直売所等と連携し、YES!clean マークを表示した農産物や特別栽培

農産物のＰＲを行い、環境に配慮した農産物を選び購入するよう消費者の行動変容

を促します。 

○ 地域の小中高校と連携し、学校給食への利用促進や食育の取組を通じて若年層

へのＰＲを行い、親世代への波及により YES!clean 農産物への理解醸成と消費拡大

を図ります。 

○ YES!clean 農産物の温室効果ガス削減効果を農業者、消費者及び流通業者へア

ピールし、YES!clean 農産物の価値をより高めていきます。 
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４ 有機農産物の生産拡大 

（１）推進方針 

地球温暖化の防止と生物多様性の保全に効果の高い有機農業への新規参入

や転換を促進し、需要に応える有機農産物の生産を推進します。 

 

（２）目標指標 

   

目標指標 
現在 

Ｒ４年度(2022 年度) 

目標 

Ｒ12 年度(2030 年度) 

有機農業取組面積 7,431ha 11,000ha 

 

 

（３）展開方向 

○ 総合振興局、振興局単位での有機農業者等による情報交換や研修活動、ＰＲ販

売会などネットワーク活動の充実を促進するとともに、全道レベルの交流会を通じた

有機農業者の相互協力関係の構築を推進します。 

○ 有機農業を志す移住希望者を積極的に受け入れ活かそうとする地域を広く全国

に紹介します。 

○ 国の「みどりの食料システム戦略推進交付金」を活用して有機農業への転換を推

進するとともに、「環境保全型農業直接支払交付金」やみどりの食料システム法に基

づく認定制度を活用して有機農業の取組を支援します。 

○ 雑草管理の機械化や環境制御などによる省力化技術の開発、ＩＣＴを活用した生

育診断や土壌診断技術の開発、病害虫抵抗性品種の開発を行います。 

○ 道のホームページや啓発資料等を活用して、有機農業に関する情報を発信しま

す。 

○ 有機農産物のＰＲ・販売や、農作業体験等のイベントを実施し、有機農産物を購

入することで環境負荷の低減に貢献することなど、有機農業に対する消費者の理解

を醸成します。 

○ 有機農産物の安定的な販路を確保するため、有機農業者と流通業者の商談の場

を提供します。 
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５ クリーン農産物の販売拡大 

（１）推進方針 

   経営に応じたクリーン農業の拡大に取り組み、量販店などの需要や輸出先国の

農薬の残留基準等の規制にも対応できる産地づくりを推進します。 

また、需要側から求められる認証の取得を推進します。 

 

（２）目標指標 

   

目標指標 
現在 

Ｒ５年度(2023 年度) 

目標 

Ｒ12 年度(2030 年度) 

国際水準ＧＡＰ 

(J・ASIA)の認証農場 
320 農場 415 農場 

 

（３）展開方向 

○ 国内量販店や食品加工事業者からの需要に対応できる産地づくりを推進します。 

○ 輸出事業者及び産地と連携して北海道食の輸出拡大戦略が掲げる「輸出のため

の安定的な生産に取り組む戦略的な産地」を育成し、輸出先国の農薬の残留基準

などに対応できるクリーン農産物の生産を推進します。 

○ 農業団体と連携してＧＡＰの指導体制を整備し、農業者が「ＧＡＰをする」「ＧＡＰ認

証を取る」ことを支援します。 

○ 有機ＪＡＳ認証を自国・地域の有機認証と同等のものとして扱う国や地域への輸出

に向け、有機ＪＡＳ認証の取得を促します。 

○ 輸出を想定する国や地域に向けて、道内のクリーン農業や有機農業の取組をＰＲ

します。 

○ 輸出に取り組む産地に対し、海外でのクリーン農産物に対するニーズを共有し、国

の事業なども活用しながら試験輸出に取り組みます。 
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Ⅴ 計画推進のための各段階の取組 

 

１ 全道段階の取組 

   農業者や消費者等に対し、持続的な社会に貢献するクリーン農業に対する理解

醸成を図るとともに、北海道立総合研究機構と連携しクリーン農業技術の開発を推

進し、その技術を農業者へ普及していきます。 

   また、北海道クリーン農業推進協議会が推進する YES!clean 表示制度の運営や

YES!clean 農産物及び加工食品のＰＲ活動を支援すること、特別栽培や有機農業

業に取り組む農業者の実態把握、有機農業への参入・転換・定着の促進や有機農

産物の販路の確保及び消費者の理解醸成を推進します。 

 

２ 総合振興局及び振興局段階の取組 

    総合振興局及び振興局管内の農業関係機関・団体で構成する「地域営農指導

対策協議会」や「地域農業技術支援会議」などとの連携により、新たなクリーン農業

技術のニーズ調査及び開発されたクリーン農業技術を普及するとともに、地域にお

ける YES!clean 農産物のＰＲ活動、特別栽培や有機農業に取り組む農業者の実態

把握及び有機農業者のネットワーク活動を支援します。 

 

３ 市町村段階の取組 

  市町村、農業協同組合及び農業者等で構成する市町村クリーン農業推進協議会

として、登録集団が行う YES!clean 農産物表示の適切な運営を支援するとともに登

録を目指す生産集団への技術支援・指導などを行うほか、特別栽培や有機農業に

取り組む農業者の実態把握など推進体制の整備を行います。 

 

 

 


